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影響を受けていない地域はない (Christensen et al., 1996; Halpern et al., 2008)。これ
は生態系の保全の緊急性と重要性を示している。この生態系の保全を念頭
に入れた海洋保護区設定の計画・実施を考えるとき、生態学的原理・原則を
基盤とする必要がある (Foley et al., 2010; Katsanevakis et al., 2011)。なぜなら、生態
学的原理・原則を欠いた海域や資源の管理は、状態の悪化や資源の枯渇を招
きかねないからである。例えば、中南米ベリーズの Gladden Spitは、フエダイ
















るアサリ Ruditapes philippinarum・ハマグリMeretrix lusoria (Fig. 1-1, A)とその競合
種であるシオフキ Mactra veneriformis (Fig. 1-1, B) が生息している (Tamaki et al.,
2008)。白川河口干潟を含む熊本県のアサリ漁獲量は 1990年頃から低迷を続け




殻類のニホンスナモグリ Nihonotrypaea japonicaも生息しており、上記二枚貝 3
種と競合関係にある　 (Tamaki et al., 2008)。ニホンスナモグリは強い基質攪拌
作用を有し、底質を不安定化させ、二枚貝個体群に負の影響を与えること
が知られている (Tamaki, 1994)。また、アサリは安定した底質に生息すること





Flach and Tamaki, 2001)。このハルマンスナモグリが底質を流動化させ、干潟直
上に水流を起こすことで、同干潟の優占種の一つである腹足類のイボキサ
ゴ Umbonium moniliferum (Fig. 1-1, C-1)の幼生 (Fig. 1-1, C-2)の着底が阻害され、イ






















コ Upogebia major と同じく優占種の一つである (Tamaki et al., 2008)。優占 4種の
唯一の食物源は植物プランクトンであり (Yokoyama et al., 2005)、さらに分布中
心が干潟上で異なる位置にあることから空間をめぐる競合関係にあること














タ個体群が維持できている種が確認されているからである (Barber et al., 2002;











Fig. 1-1. 本研究の対象種. A, B, Cはそれぞれ第 2章・第 3章・第 4章で研究対象
としたハマグリ・シオフキ・イボキサゴを示す. また, C-1, C-2, C-3はそれぞれ
成貝・幼生・稚貝を示す.
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に生息し、殻長は約 10 cm である (奧谷ら, 2000)。ハマグリは、有明海や伊勢
湾、東京湾などの内湾において重要な水産資源であるが、漁獲量の変動が
激しい (Higano, 2004)。有明海のハマグリの漁獲量は 1964年に約 5,500 tであった
が、5年後の 1969年には 500 t未満となり、その 5年後の 1974年に再び約 5,500
tとなったが、1980年の 1,500 tから低迷をつづけ、1997年から 500 t未満が続い
ている (Higano, 2004)。しかし、白川河口干潟では 2005年 7月から 9月にかけて
卓越加入群が確認され、これが 2006 年 10 月まで存続しており、ハマグリの
個体数が増加傾向にあることが示唆されている (前川, 2007)。ハマグリの漁獲







調査域である熊本県熊本市白川河口干潟は有明海中央部東岸 (37◦ 47’ N,
130◦ 36’)に位置し、最大干出距離が約 2,270 m、総面積が約 4.15 km2の砂質干潟
6
である (Fig. 2-1)。標本採集では、大型個体 (殻長 25 mm以上)を対象に、白川河
口干潟を岸から沖に向かって歩いて探索し、手で掘って採集した。その後、研
究室へ持ち帰り 10 %中性ホルマリン海水で固定・保存した。調査期間は 2006











成熟区分はタイラギ Atrina pectinataについての報告 (圦本ら, 2005)に準じ、各
個体の濾胞および濾胞内に含まれる生殖細胞の特徴から未発達期 (第 I期)・
発達初期 (第 II期)・成長期 (第 III期)・成熟期 (第 IV期)・放出期 (第 V期)・放出
後期 (第 VI期)・退行期 (第 VII期)の 7期に区分し、雌雄の判定も行った。成熟
区分および雌雄判定後、各成熟区分の出現頻度を各月において算出した。
2.2.3 成熟サイズの定義
最小成熟サイズを判定するため、大型個体の繁殖期間である 2007年 7月 12









Fig. 2-2にハマグリ雄、 Fig. 2-3にハマグリ雌の成熟区分 7期ごとの生殖線
組織画像を示す。第 I 期 (未発達期) : 雌雄とも濾胞全体が萎縮し、濾胞膜に




その違いは明確に区別できるものであった (Fig. 2-2,II; Fig. 2-3,II)。第 III期 (成長
期) : 濾胞内の生殖細胞が著しく増加した。雄では生殖細胞の集合が斑点模
様を形成し、濾胞内の空所を埋め始めた。雌では発達途中の生殖細胞がさ
らに増加し、濾胞内をほぼ埋め尽くした (Fig. 2-2,III; Fig. 2-3,III)。第 IV期 (成熟
期) : 雄では成熟した精子が濾胞内に充満し、精子の集合により生じる放射
状構造が認められた。雌では成熟卵が濾胞内に充満し、濾胞内の空所はほ
とんど無くなった (Fig. 2-2,IV; Fig. 2-3,IV)。第 V期 (放出期) : 雄では主に放射状
構造の中心と、そこから伸びる線上で精子の減少が見られた。雌では充満
していた卵が減少し濾胞内の所々に空所がみられた (Fig. 2-2,V; Fig. 2-3,V)。第
VI期 (放出後期) : 雄では精子が著しく減少すると共に放射状構造が消滅し、
濾胞内の精子は残り僅かとなった。雌では卵の著しい減少がみられ、濾胞内
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の空所域がより多く認められた (Fig. 2-2,VI; Fig. 2-3,VI)。第 VII 期 (退行期) : 雄
では濾胞が萎縮し濾胞内にはごく少数の精子が残っていた。雌では濾胞が縮
小し、濾胞内には崩壊途中の卵が少数認められた (Fig. 2-2,VII; Fig. 2-3,VII)。
2.3.2 生殖腺の発達
ハマグリ雌雄の成熟区分出現頻度を Fig. 2-4に示す。雄個体では 2006年 9月
7日には放出期の出現頻度が 80 %を超えたが、 10月 5日には減少し、入れ替
わるように放出後期と未発達期の出現頻度が増加した。その後、放出後期
や退行期が混在しながらも 2007年 2月 19日まで未発達期が優占した。3月 19
日になると発達初期と成長期が増加し、 4月 16日には成長期の出現頻度が
80 %に達した。その後、成熟期への移行が徐々に進行し、 7月 12日に成熟期
の出現頻度が 95 %を占めるようになった。 8月 13日から 9月 10日までは放出
期の出現頻度が 90 %以上を示したが、 10月 7日になると大多数が放出後期
へと移行した。 10月 25日には未発達期が優占するようになった。
雌個体では 2006年 9月 7日に放出期の個体が 65.0 %を占めたが、 10月 5日
には未発達期へと移行した。その後 2007年 2月 19日まで、退行期や発達初期
が混在しながらも未発達期の個体が優占した。 4月 16日までに成長期・成熟
期へと順次移行し、 5月 17日から 9月 10日まで放出期の個体が優占した。そ










成熟区分出現頻度 (Fig. 2-4)より、2007年 5月 17日から 10月 7日に第 V期と
第 VI期の個体が雌雄で同調して出現しており、さらに 8月 13日と 9月 10日に
第 V期の出現頻度が雌雄で最高値に達したことが示された。これにより、白
川河口干潟に生息するハマグリの繁殖期は 5 月中旬–10 月上旬であり、繁殖
最盛期は 8, 9月であると判定された。なぜなら、第 V期と第 VI期がそれぞれ
配偶子を放出中の期間と放出直後の期間に当たるからである。また、東京
(羽田)では 6月初旬–10月下旬、千葉では 6月上旬–9月下旬がハマグリの繁殖



















































Fig. 2-2. ハマグリ雄の生殖腺組織画像. 未発達期 (I)では濾胞膜 (a)内部に生殖
細胞は見られない. 発達初期 (II)では濾胞膜上に生殖細胞が分布し濾胞膜が
厚くなる. 成長期 (III) では未成熟の精子 (b) が増加する. 成熟期 (IV) では成熟
した精子 (c)が充満し、放射状の模様が現れる. 放出期 (V)では放精が行われ、
濾胞内に空所ができるが、なお成熟した精子 (c)が残存する. 放出後期 (VI)で
は放精がほぼ完了し、成熟した精子 (c)が僅かに残る. 退行期 (VII)では濾胞が
縮小し、崩壊する精子 (d)が見られる.
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Fig. 2-3. ハマグリ雌の生殖腺組織画像. 未発達期 (I)では濾胞膜 (a)内部に生殖
細胞は見られない. 発達初期 (II)では濾胞膜上に生殖細胞が分布し濾胞膜が
厚くなる. 成長期 (III)では成長中の卵 (e)が増加する. 成熟期 (IV)では成熟卵 (f)
が充満する. 放出期 (V)では放卵が行われ、濾胞内に空所ができるが、なお成
熟卵 (f)は残存する. 放出後期 (VI)では放卵がほぼ完了し、成熟卵 (f)が僅かに
残る. 退行期 (VII)では濾胞が縮小し、崩壊する卵 (g)が見られる.
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Fig. 2-4. 各調査日におけるハマグリの成熟区分の出現頻度を示す. 下から順




Fig. 2-5. 成熟区分と殻長の関係. 繁殖期間である 2007年 7月 12日と 8月 13日の





第 3章 有明海に生息するシオフキMactra veneriformis
の繁殖特性と個体群動態
3.1 緒言
シオフキは日本北部 (奧谷ら, 2000)から、黄海沿岸 (Chung and Ryou, 2000)、中
部東シナ海 (Hou et al., 2006)の東アジア温暖域に生息する埋在性二枚貝 (懸濁
物食)である。日本では本州北部から四国、九州に生息し (奧谷ら, 2000;古賀
ら, 2005)、東京湾 (Hiwatari et al., 2002)や伊勢湾 (南部ら, 2006)など内湾奥部の干
潟ベントス群集の優占種の一つである。シオフキは様々な生物学的、生態学
的特徴が調査されており、個体群の遺伝的構成 (Hou et al., 2006) 、繁殖 (岩田,
1948; Chung et al., 1988; Chung and Ryou, 2000)、吸虫感染 (Han and Chai, 2008)、幼生
の成長 (Hur et al., 2005)、浮遊幼生量と稚貝の着底量の連関 (南部ら, 2006)、新規
加入、個体成長、生残 (Kim and Ryou, 1991; Ryou and Chung, 1995; Ryou, 1997)、食物
源 (Kasai et al., 2004; Yokoyama et al., 2005)、体の生化学的組成 (白石, 2006)、同化効
率と窒素収支の底生–水柱間の連関 (Hiwatari et al., 2002)、生残における濁水の
影響 (Chang and Chin, 1978; Ahn and Choi, 1998)、潜砂、摂餌における塩分の影響





et al., 2008)。2004年夏、シオフキは 3.4 km2の範囲の中で 4種のうち現存量が最




(Yokoyama et al., 2005)。この 4 種は干潟全体を 4 分割するように生息している













低潮線 (MLWN)を中心に、汀線と平行に広く分布している (Tamaki et al., 2008)。
本研究では、シオフキ個体群の分布中心を通るように岸沖方向に一本の代
表トランセクトを設定し、トランセクト上に 80m 間隔の調査地点を岸から





の観測を行った。トランセクト上の高潮帯から低潮帯に至る 8地点 (Fig. 3-1A)
に 2004 年 7 月 30 日 から 2007 年 11 月 16 日までの期間、自記記録式水温塩分




た。平年 6 月上旬–7 月下旬の梅雨と 9–10 月の台風の来襲という気象変動は
豪雨の後に河川流量を増加させ、有明海の干潟で塩分の低下を引き起こす
(Yamada et al., 2009, 2012)。さらに、台風は強風により干潟底面を洗掘する波を
引き起こすことが明らかとなっている (山田ら, 2007b)。そのため、気象庁 HP
(http://www.jma.go.jp/jma/index.html) より 2005 年から 2007 年までの梅雨期間と台
風接近時期を取得した。
シ オ フ キ は 植 物 プ ラ ン ク ト ン を 唯 一 の 食 物 源 と し て い る こ と か ら
(Yokoyama et al., 2005)、海面下 0.5 m の水柱クロロフィル a 濃度を食物量の指
標とみなした。海水試料の採集は有明海湾口から湾全体の 2/3の範囲に配置
された 22地点で熊本県により実施された (大潮の昼の満潮時) (Fig. 3-1B)。2004
年 7月 15日から 2007年 11月 11日までのデータを日本水産資源保護協会有明
海等環境情報・研究ネットワークHP (http://ay.fish-jfrca.j /ariake/index.asp)から取得
した。このデータソースはシオフキの幼生が遭遇する水温変動の表示にも





韓国西岸の群山 (Kunsan) に生息するシオフキは殻長 26.1 mm で個体群全体の
50 %が成熟することを参考に (Chung and Ryou, 2000)、本研究では殻長約 25 mm
以上の個体を組織観察に供試した。2004年 12月 11日から 2006年 5月 25日ま
で、毎月 1–2回の頻度で 41–42個体をトランセクト上 (Fig. 3-1A)で採集し、10
%中性ホルマリン海水で固定・保存した。供試個体の軟体部中央よりやや後





判定基準 (Chung et al., 1988; Chung and Ryou, 2000)に従ったが、いくつかの変更を
加えた (3.4節参照): 未発達期 (第 I期)・発達初期 (第 II期)・成長期 (第 III期)・成
熟期 (第 IV期)・配偶子放出期 (第 V期)・放出後期 (第 VI期)・退行期 (第 VII期)。
成熟区分判定後、それぞれの出現頻度を月ごとに求めた。シオフキの全殻
長範囲における成熟段階と殻長の関係を調べるために、上記供試個体とは
別に、小型個体 (殻長 11–30 mm) の採集を繁殖期間内に 3 回実施し、生殖腺の
解析結果に追加した (5月 9日、8月 22日、9月 18日でそれぞれ n = 18, 37, 20)。
3.2.4 個体群のコホート解析
白川河口干潟のシオフキ個体群の複数のコホートについて個体の成長速
度と生残率に関するデータを得るために、2004年 7月 30日から 2007年 10月 26
日の期間中、毎月 1, 2回、合計 42回の試料採集を実施した。試料採集は日中
の大潮干潮時に代表トランセクト上で行った。1回の試料採集の調査地点数
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は 15–28地点とした (Fig. 3-1A)。本海域では、冬季の日中の干出範囲はMLWN
周辺までであり、この時に調査地点が少なくなった。各地点では、1–4個の堆








調査日ごとに殻長の頻度分布 (階級幅 1 mm、殻長範囲 0.5–45.0 mm)を求め、
個体数を個体数密度に換算した (1 m2 当たりの個体数)。本研究では、最小階
級に属する個体数が初めて出現した試料採集日を新規加入の開始日と定義
した (Fig. 3-2A, B)。時間経過にともなって、斃死および上位階級への成長が
原因で最小階級の個体数は減少、あるいは加入の継続により増加する (Fig.
3-2B, C)。最小階級の個体数がもはや増加せず、絶えず減少しはじめた試料採
集日を新規加入の完了日と定義した (Fig. 3-2C, D)。次に、コホートを分離す












と経過日数 (t)の形であてはめた。計算を始める日 (Day 1)を各コホートの加
入完了日と定義した (Fig. 3-2D)
Gompertz model : y = L∞exp(−Ce(−Kt))
Logistic model : y =
L∞
1 + e−K(t−C)
von Bertalanffy model : y = L∞(1 − e−K(t-t0))
ここで、L∞ は t → ∞ のときの殻長で、理論上の最大殻長を表すパラメータ
である。また、K, Cはそれぞれ成長係数 (growth rate constant)と変曲点である。
変曲点は曲線が S字型であれば成長が最も速いときの日齢を表し、S字型で
なければ成長の開始日を表す (松石ら, 1995)。t0 は殻長 0 mm に相当する加入
完了日からの遡及経過日数である (t0 < 1)。
各コホートで生残率あるいは個体数密度について生残曲線を求めるため、
3つのモデル (Gompertz model, Logistic model, Asymptotic exponential model)を生残率
または個体数密度 (y) に対する経過日数 (t) の形で当てはめた。各コホート
について、各試料採集日の生残率を Day 1に相対的な個体数密度と定義した
(2004年 7 月 30 日の 3 つの成貝のコホートについては、それぞれその日の初
期密度の相対値: Fig. 3-7参照)。Gompertz model, Logistic modelの式の形は上記と
同じであり、Asymptotic exponential modelは以下のとおりである。
y = a(exp(−eb))t+c
ここで、 a, b, cはパラメータである。
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モデルの採択には、赤池情報量基準 (AIC)を用いた (Bozdogan, 1987)。調査回
数が 3以下のコホートでは単回帰を行った。また、調査回数が 4以上の場合
でも上記のモデルよりも単回帰の当てはまりのほうがよい場合もあった。な




調査期間における干潟底面上 30 cmの水温と塩分の日平均をそれぞれ Fig.
3-3A (実線)と Fig. 3-3Bに示す。水温は 6.3–31.8 ◦Cの範囲で変動した。毎年 1–3月
が最低水温期となり、7–8月が最高水温期となった。気象庁により記録された
梅雨期は 2005年 6月 10日から 7月 17日まで、2006年 6月 8日から 7月 26日まで、
2007年 6月 13日から 7月 23日までであった (Fig. 3-3B,横棒;試料採集初日には
2004年の梅雨は終わっていたので表示しなかった)。また、台風は 2004年 8月 30
日 (気象庁により記録されたその年の通算 16号; Fig. 3-3B,黒三角)、9月 7日 (18
号)、2005年 9月 6日 (14号)、2006年 8月 18日 (10号)、9月 17日 (13号)、2007年 10月
9日 (15号)に有明海を通過し、2004年 9月 29日 (21号;白三角)、2007年 7月 14日
(4 号)、8 月 2 日 (5 号) に九州本島を通過した (http://www.jma.go.jp/jma/index.html)。
塩分は 10.7–31.4の範囲にあり、概ね 25–30の範囲内であった。塩分は毎年 6月





が観測された。特に、白川の河川流量が最大となった 2006 年 6 月から 8 月に
(Yamada et al., 2012)、最低塩分と最長低塩分期間を記録した。
有明海湾口部から 2/3の範囲の水柱の水温範囲は 2004年で 17.6 (12月)–27.6
(8月)、2005年で 11.8 (2月)–25.8 (9月)、2006年で 11.2 (2月)–25.8 (8月)、2007年で
12.8 (2月)–26.7 (9月) ◦Cであった。水深 0.5 mの水柱クロロフィル a濃度は、2004,




義は以下のとおりである。雄において、未発達期 (第 I期)では濾胞上皮 (FE)
内部に沿って生殖原細胞が散在していた (Fig. 3-4)。この段階では生殖原細胞
のみを基にした雌雄判別はできなかった。しかし、網目構造の存在が雄特有
であり、第 VI期 (M-VI)にも明確に存在し、第 I期でも認められた。この特徴
を第 I期の雌雄判別に用いた。発達初期 (第 II期)では濾胞上皮上に生殖細胞
が 1–3層に分布した。成長期 (第 III期)では精細胞 (SD)の集合が斑点模様を形









違いは明確に区別できた。成長期 (第 III期)では発達途中の卵 (DO)が増加し、
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雄では、2004年 12月 11日から 2005年 2月 11日までは第 I期と第 II期の個体
が合わせて 75–93 %を占めていた (Fig. 3-5,左列)。2005年 3月 12日になると第
III期の出現頻度も増加し、43 %となった。4月 7日、第 IV期が最も高い出現
率となり、44 %を占め、第 V期が出現し始めた。5月 9日には第 IV期と第 V期
の割合がそれぞれ 52 %と 39 %となった。6月 7日には最頻値が放出期に移行
し、出現頻度が 70 %を超えた。7月 7日には放出後期と未発達期・発達初期
の割合が高くなり、この年の 1回目の放精が終了した。7月 20日には再び第
V期の個体が全体の 65 %を占めるようになり、 2回目の放精開始を示した。
9月 18日まで第 V期の出現頻度は 53–67 %と半数以上を維持した。10月 16日
には第 VI期に移行し、2回目の放精終了を示した。その後 2006年 4月 26日ま
で、第 I期と第 II期の割合が合わせて 40–100 %となり、第 III期と第 IV期も低
い割合で存在した。5月 25日に第 V期の個体が 69 %確認され、2006年の放精
が開始された。
雌では、2004年 12月 11日から 2005年 3月 12日まで、第 I期と第 II期の個体
が合わせて 64–92 %を占めていた (Fig. 3-5,右列)。4月 7日に第 III期の出現頻度
が増加し、60 %となった。5月 9日には放出期の割合が 81 %を占めた。6月 7
24
日と 7月 7日の間に、第 VI期から第 VII期へと最頻値が移行し、その年の 1回
目の放卵終了を示した。7月 20日には第 III期の割合が再度増加し、47 %を占
め、2回目の放卵開始を示した。8月 22日には第 VI期の割合が 52 %となり、
第 IV期と第 V期も少数存在した。それ以降、10月 16日まで第 VI期の割合が
36 - 44 %を占める中で第 VII期および第 I期が増加し、2005年の放卵が終了し
た。その後 2006年 3月 30日まで第 I期と第 II期を合わせて 75–100 %となった。
4月 26日から 5月 25日までは第 III–V期の個体も少数確認できるようになり、
2006年の配偶子形成活動の開始を示した。
まとめると、繁殖期は 5–9月であり、放精放卵は雌雄間で同調していた。3
あるいは 4年間の 5月、9月、10月の平均水温はそれぞれ 20.6, 27.1, 23.5 ◦Cで
あった (Fig. 3-3A)。また、繁殖期後半 (7–9月)は水柱クロロフィル a濃度が最高
値を示す期間と一致していた (Fig. 3-3C)。
3.3.4 第 IV期から第 VII期までの殻長
5, 8, 9 月に採集したシオフキの雌雄の成熟区分と殻長の関係を Fig. 3-6 に
示す。25 mm未満のグループでは、最小殻長 16.7 mm (以下、最小成熟殻長)を
含む雌 2個体のみが第 IV–VII期であると認められ (実際は両方とも第 VI期)、
そのグループの 3.5 %を占めた。殻長 25.0 mm以上 30.0 mm未満の個体では 56
% (雄 4 個体、雌 6 個体) が、さらに 30.0 mm 以上では 86 % (雄 49 個体、雌 47 個
体)が成熟していた。この後者 2グループの中での最小殻長は 26.0 mmであっ
た (以下、通常成熟殻長)。
3.3.5 コホートの分離
個体群試料採集期間中に採集された個体の最大殻長は 44.7 mm であった。
調査開始日 (2004年 7月 30日)には、3つのコホートが存在し、殻長の大きい
ほうから順にコホート番号を割り当てた (Cohorts 1–3; Fig. 3-7)。8月 31日には
25
新しいコホートが加わった (cohort 4)。2007年 10月 26日まで、全部で 16個の新
規加入群が認めらた (最後は cohort 19;このコホートの左側の最小階級の個体
については解析から除外した)。新規加入したコホートは夏季加入群と冬季
加入群に分けられた。夏季加入群は 6–10月の期間に前の加入から 1ヶ月の間
隔で加入したグループで構成されていた (cohorts 4, 6–8, 10–14, 16–19)。一方、冬
季加入群は 11月半ば以降、低密度で加入する単独コホートから構成されて




くなることである。1回目の融合は 2005年 1月 12日から 2月 11日にかけて起
こり、この期間中に cohort 2 と cohort 3 が結合して複合のコホートを生じた。
これを融合コホートとし、cohort 2+3と表記した。2回目と 3回目のコホート





値を Table 3-1に示す。cohorts 6–8, 11–13, 16–18の個体は各年の繁殖期に加入し、
3–4ヵ月間で急速に成長した。回帰式 (Table 3-1)より成長速度は最小 0.01–0.21
mm d−1、最大 0.21–0.47 mm d−1、平均 0.12–0.21 mm d−1 であった (3つに共通する値
0.21 は、直線回帰が適用された cohort 13のもの)。これらのコホートのうち、
cohorts 6–8, 11, 12, 16, 17は加入完了後 35–76日で最小成熟殻長 (16.7 mm)に達し
た。これは各年の繁殖期間中 (5–9月)に起こり、特に cohorts 6, 7, 11, 16, 17で顕
著であった。さらに cohorts 6, 16は繁殖期間の終わり頃に 99–100 %の個体が通
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常成熟殻長に到達した。cohorts 4, 10, 14 は夏季加入群の中で成長が遅く、そ
れぞれ 0.05–0.1 mm d−1 (平均 0.08 mm d−1)、0.04 mm d−1 (直線回帰)、0.1 mm d−1 (直
線回帰) であった。このうち cohorts 4, 14 はその年の夏季加入群の中で最後に
加入し、cohort 10は最初に加入していた。冬季加入群の成長速度はさらに遅
く、cohort 5, 15でそれぞれ 0.01, 0.02 mm d−1 (直線回帰)であり、cohort 9では確認
できなかった。全コホートにおいて 16.7 mm未満の個体の成長速度と水温の
関係を Fig. 3-9に示す。水温 15 ◦C以下のグループで非常に低い成長率が確認
され、一方、18 ◦C 以上のグループで正の相関 (平均値で r = 0.55) が検出され
た。最大の日平均成長速度は 0.2 mm d−1であった。平均値の全プロットにおけ
る非線形回帰式はべき乗式で表された。
繁殖期初期に加入したコホートの一日の成長速度は 10–11月に水温低下
とともに鈍くなり、翌年 1–3月に、2 つまたは 3 つの単独コホートが融合し
た。融合以前の単独コホートは、融合する前に最小成熟殻長あるいは通常
成熟殻長に達していた。繁殖期開始 (5月 1日)の平均殻長は cohorts 2+3, 5+6+7,
11+12+13 でそれぞれ 30.6 mm, 28.4 mm, 27.0 mm であった。融合コホートは、緩
やかに成長を続け、その速度は最小 0.01–0.03 mm d−1、最大 0.04–0.05 mm d−1、平
均 0.03–0.04 mm d−1であり、繁殖期間を通して、死滅するまで成長の停滞は見
られなかった。
3.3.7 個体数密度の経時変化と生残
夏季加入群の加入時の個体数密度は 33.5–1423 inds m−2 (平均 263.5 inds m−2)で
あり、冬季加入群では 8.0–89 inds m−2 (平均 42.3 inds m−2)であった (Fig. 3-8B)。個
体数密度と生残曲線のパラメータ値をそれぞれ Table 3-2と 3-3に示す。
加入完了直後の生残率は、夏季加入群のすべてのコホートで非常に低く、
6–115日で生残率が 50 %となった (平均 39日; Fig. 3-8C)。2004年 cohort 4では、8
日目で生残率 50 %を下回っており、これは 2004年台風 18号の来襲と同じ期間
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であった (生残曲線からの推定では、台風通過に伴って 1日で 51 %から 42 %に
減少; Figs. 3-3B, 3-8C)。2005年 cohorts 6, 7, 8では、それぞれ 89, 116, 43日目で生残
率 50 %を下回った。cohorts 6, 7の加入完了からそれぞれ 48, 16日目に台風 14号
が有明海に直撃したが、影響は認められなかった。台風 14号の直撃に続いて
起こった低塩分期間中に、cohort 8の生残率が著しく低下し、9月 20日–10月 16
日に、生残率が 95 %から 59 %になった。2006年 cohorts 10, 11, 12では、それぞれ
14, 41, 65日目で生残率 25 %を下回った cohort 10, 11は低塩分期に著しく減少し
た (cohort 10は梅雨に完全に死滅した; cohort 11では、8月 18日の台風 10号が直
撃した後、8月 24日–9月 4日に生残率が 98 %から 63 %に減少した)。cohort 12
の生残率の減少は台風 13号の来襲と同じ期間であり、台風通過の 1日で 70 %
から 65 %になった。cohort 13は消滅するまでの 60日間、生残率 50 %以上を維
持した。 2007年、cohorts 16, 17, 18は、それぞれ 6, 65, 38日目で生残率が 50 %を
下回った。cohort 16では、低塩分期に生残率が著しく減少し、6月 18日–7月 14
日に 47 %から 2 %になった。cohort 18は 8月 29日に加入が完了し、9月 12日に
生残率が 74.0 %に減少、最終的に 10月 26日に 26.8 %となった。この 2コホー
トについて、10月 9日に直撃した台風 15号の影響は認められなかった。冬季
加入群に関して、 cohorts 5, 15は、それぞれ加入完了から 37, 20日目で生残率
が 50 %を下回った (cohort 9は調査 2回で消滅した)。これらのコホートの存続
期間は 49–136日であり、各年繁殖期間の開始時期に死滅した (死滅日、cohort
5, 9, 15でそれぞれ 2005年 5月 9日、2006年 1月 30日、2007年 4月 16日)。
夏季加入群では初期減耗の時期が過ぎると、生き残ったコホートは主に安
定的で変動の少ない時期に移行した (Fig. 3-8B, C)。ただし、 cohort 4, 14は 12月
に消滅した。存続期間の最長は単独コホートで加入完了から 195日 (cohort 6)
であったが、コホートの存続期間は融合コホートを形成して延びたと考えら
れる。各融合コホートの主体となるコホートは、2005 年では cohort 2 (融合前
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の比率 cohort 2, 3 : 77, 23 %)、2006年では cohort 7 (Cohorts 6, 7, 8 : 23, 52, 25 %)、2007
年では cohort 12 (Cohorts 11, 12, 13 : 19, 58, 23 %) であった。コホートが融合した
後、融合コホートの個体数密度は徐々に減少した。繁殖期 (5月 1日から 9月
30日まで)の初めと終わりの平均個体数密度は 2005年で 51.3と 16.7 inds m−2、
2006年で 67.5と 1.9 inds m−2、 2007年で 32.3と 8.4 inds m−2 であった。コホート融
合日の密度の相対値として、上記日付の生残率は 2005 年では 81 % と 26 %、
2006年では 98 %と 3 %、2007年では 40 %と 10 %であった。異なる年の間での
繁殖期の終わりの生残率の差は 6月から 7月の梅雨期の白川の河川流量の差
と並行しており (2006 > 2007 > 2005; Yamada et al., 2012)、これは塩分の低下を反
映していた (Fig. 3-3B)。急激に低下した塩分は白川と坪井川が氾濫し、干潮
時の干潟上に大規模な出水が起こったことを示し (Yamada et al., 2009, 2012)、実
際に見受けられた。大量の新鮮な死殻により、干潟への出水の直後、干潮時
の底質表面が白く色づいていた。cohort 2+3では、生残率は 6月 10日 (梅雨の
始まり)から 7月 25日 (7月 17日の梅雨の終わりから持続した低塩分期間の終
了日)に 75 %から 60 %に低下した。cohort 6+7+8では、生残率は 6月 8日 (梅雨
の開始)から 7月 26日 (梅雨の終了)に 78 %から 30 %に低下し、最終的に 8月
23日 (梅雨の終了から持続した低塩分期)に 12 %になった。cohort 11+12+13で
は、6月 13日 (梅雨の開始)から 7月 23日 (梅雨の終了)に 28 %から 20 %に低下
した。この 3つの融合コホートは各年の個体群全体の繁殖に単独で寄与し、
0年目の早熟個体による 9月の放精放卵に由来した稚貝は翌年の 5月までに
死滅した。cohorts 2+3, 6+7+8はそれぞれ 2005年 12月 13日、2007年 2月 19日に
死滅した。cohorts 11+12+13は 2007年 10月 26日の調査終了日まで存続した。融
合コホート存続期間を融合以前の単独のコホートに加算すると、合計の存








いて、本研究の退行期と未発達期を包括して Degenerative and resting stage (Chung




月から 7月上旬と 7月下旬から 9月であり (Fig. 3-5)、東京湾の個体群では 5月
から 6月と 9月から 10月であると記録されている (岩田, 1948)。白川河口干潟
では、1回目の放精放卵は干潟の水温が 20 ◦Cを超えると始まると考えられ
る (2005–2007 年の 5 月の平均水温 20.6 ◦C; Fig. 3-3A)。2 回目の放精放卵は最高
水温期および水柱クロロフィル a濃度が高い時期と一致した (Fig. 3-3A, C)。白
川河口干潟より高緯度 (3.15◦)に位置する韓国・群山の同種個体群の繁殖期は
6月から 9月までの期間であり、繁殖開始水温は 20 ◦C (年間水温範囲: 2.5–26.2
◦C; Chung et al., 1988)および 22 ◦C (年間水温範囲: 5–26.4 ◦C; Chung and Ryou, 2000)
であった。白川河口干潟の年間水温範囲と群山との間に最低水温期で 3.8 ◦C、
最高水温期で 5.4 ◦Cの差があった。
白川河口干潟のシオフキの通常成熟殻長 (26.0 mm; Fig. 3-6)は群山の個体群
の半数が成熟する殻長の記録 (26.1 mm; Chung and Ryou, 2000の Ripe stage)と概ね
一致した。後者の場合、殻長 21–25 mmで雄の 36 %、雌の 25 %が成熟サイズに
達していた。さらに高い割合 (殻長 21–25 mmで雄 64 %と雌 58 % )が群山での
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別の調査で記録された (Chung et al., 1988 の Mature stage)。白川河口干潟の個体
群の最小成熟殻長 (16.7 mm)は、殻長 15–20 mmで雄 33 %、雌 12.5 %が成熟する
群山の個体群 (Chung et al., 1988)と同等であった。
白川河口干潟のシオフキの夏季加入群における一連の新規加入は最大 5
回あり、2006 年では 6 月から 10 月まで毎月あった (Figs. 3-7, 3-8)。群山の個体
群では、一連の新規加入は 6, 7月に 3回ある (Ryou and Chung, 1995の fig.4 よう
に見受けられるが、9月まで繁殖期が続くと記述されているにもかかわらず
(Chung et al., 1988; Chung and Ryou, 2000)、8–9月の加入について確固たる記録が
見当たらない。2005年の最初の放卵日 (5月 9日; Fig. 3-5)と、この年の初めて
の新規加入コホート出現日 (6月 7日; Fig. 3-7)から推察すると、白川の個体群
では成貝から幼生が放出されてから最小殻長階級の新規着底稚貝 (平均殻長
1mm) に達するまでの期間 は 1 ヵ月であると考えられる。水温 22.0 ◦Cにおい
て、pediveligerに達するまでのシオフキの浮遊幼生期間は、14日であると報
告されている (Hur et al., 2005)。本州中部の伊勢湾奥周辺で、高密度の幼生の集
団の結果として高密度の殻長 0.3 mmの新規着底稚貝の集団が生じ、その時間
差は 0.6ヵ月 (8月初旬から下旬まで)から 3.1ヵ月 (8月初旬から 11月初旬まで)
で変動した (Nanbu et al., 2005)。上記より最短幼生期間を推定すると、白川河口
干潟では、新規着底稚貝の最小殻長階級に達するまでの時間間隔は 0.5ヵ月
であると考えられる。群山では、0.25–0.35 mmで着底した新規着底稚貝が約
0.8 mmに達するまでの期間は 28日であると推定できる (Ryou and Chung, 1995,







を示した。10月下旬の水温 22 ◦Cのとき一日の平均成長速度は 0.094 mmであ
り、11月の水温 19 ◦Cのとき 0.042 mm、12月の水温 13 ◦Cのとき 0.007 mmであっ
た (Fig. 3-3A,実線; Fig. 3-9,回帰曲線; Ryou and Chung, 1995; Ryou, 1997)。この成長
速度で推定すると、12月上旬において最小殻長の個体を含むコホートの平





から 9月までの月間平均水温 24–29 ◦Cで記録された最大平均 0.20 mm d−1 とい
う高い初期個体成長速度 (Fig. 3-9)は、群山の個体群よりはるかに高い。白川
河口干潟での一日の成長係数 (K)は 0.007–0.008であり、群山では 0.0015であっ
た (Kim and Ryou, 1991より計算)。白川河口干潟では、9月末の密度に関して、
6月から 7月の期間に加入したコホートは個体群の主要成分を構成し、通常
成熟殻長 (cohort 6, 16)あるいは最小成熟殻長 (cohort 7, 17)に達していた。しか
し、9月末頃の配偶子放出に由来する冬季加入群の新規加入コホートが結局
消失すること (Fig. 3-8B, C)を考慮すると、これら早熟個体の個体群全体に対
する繁殖への寄与は無いと考えられる。韓国・群山の個体群について、新規
着底稚貝が最小成熟殻長 (17.5 mm, Chung et al., 1988; 23 mm, Chung and Ryou, 2000)
に達するまでに 279日 あるいは 397 日かかることが、個体成長曲線 (Kim and
Ryou, 1991) から推定できる。すなわち、韓国では 7 月に加入 (Ryou and Chung,





(Cohorts 4, 8, 10, 11, 12, 16; Figs. 3-3B, 3-8B, C)。台風は強風に起因する波と様々な
程度の低塩分水を生ずる。有明海を通過した 2 つの台風は大きな波浪を干
潟上に発生させ、基質を著しく撹乱した。2004年 9月の台風 18号は白川河口
干潟より 2 km南方で 2.7 mの有義波高を引き起こした。この有義波高は 2001
年から 2011 年までの 10 年間の平均値よりも 16 倍高かった (山田, 未発表デー
タ)。2006年 9月の台風 13号は干潟上で 1.2 mの有義波高を引き起こし、水柱
で大量の基質表面を再懸濁した (山田ら, 2007b)。またこのとき同時に、諫早
湾の干潟で、基質の洗掘が原因でアサリ稚貝の大量斃死が引き起こされた
(水田ら, 2011)。本干潟のシオフキの cohort 4と 12は、加入完了後 7日目と 10日
目に上記の影響力のある 2つの台風に遭遇した。このとき、平均殻長はそれ
ぞれ 5.8 mmと 7.5 mmであり (Fig. 3-8A)、基質表面に洗い出されたと考えられ
る。このほかの台風は概ね 0.2 mの有義波高を引き起こした (山田ら, 2007b;山
田,未発表データ)。cohort 7と cohort 17, 18は有明海を通過した 2005年 9月の台




響を免れたと考えられる。cohort 8, 10, 11, 16 の大量斃死は梅雨 (Cohorts 10, 16)
かあるいは台風来襲 (Cohorts 8, 11)に関連する低塩分期に起こった (Figs. 3-3B,




荷がその一因であると考えられる (Lohrer et al., 2004; Yokoyama et al., 2005; Yamada
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et al., 2009, 2012)。Chang and Chin (1978)はシオフキを用いた実験によって高濃度











これは、調査期間の中で塩分が最低値を記録した 2006年夏の特に cohort 10の
ように cohort 6+7+8で最も顕著であった。融合コホートの個体の (加入完了か
らの) 最大存続期間は 1.5 年、平均殻長は 36.1–37.1 mm (Figs. 3-7, 3-8) と推定さ
れたが、理論上の存続期間はこれより長いと考えられる。例えば、漸近的な
平均殻長 38.5 mmに達するためには cohort 6+7+8で 4.6年、cohort 11+12+13では
43.2 mmに達するために 5.6年必要である (Table 3-1に示したパラメータより計
算)。実際、これら 2+ とさらに老齢個体の現存量は存在したとしても非常に
少ないだろう。淡水流入の再発は潜在的な最大存続期間の実現を阻害して
いるかもしれない。群山の個体群では、最大殻長 46 mmで存続期間 6年の個
体が、1年間の毎月の試料採集結果から示唆された (Kim and Ryou, 1991; Ryou,



















のパラメータ値. コホートの通し番号については Fig.3-7と Fig.3-8Aを参照. +は
先行の 2つまたは 3つのコホートの融合を表す.
Cohort no. model L∞ K C t0 d y-intercept
1 Bertalanffy 36.696 0.023 -91.77
2 Bertalanffy 28.76 0.023 -30.277
3 Bertalanffy 24.704 0.016 -14.088
4 Bertalanffy 20.346 0.007 -40.192
5 Linear 0.011 2.568
6 Gompertz 32.143 0.023 1.499
7 Logistic 25.815 0.028 19.612
8 Logistic 19.116 0.051 39.884
9 Linear -0.002 2.802
10 Linear 0.036 2.264
11 Bertalanffy 29.574 0.016 -10.998
12 Logistic 25.413 0.03 39.763
13 Linear 0.211 2.549
14 Linear 0.114 2.586
15 Linear 0.018 1.765
16 Logistic 26.935 0.068 56.808
17 Logistic 21.452 0.088 28.336
18 Linear 0.211 2.095
2+3 Logistic 44.612 0.004 -132.519
6+7+8 Logistic 38.486 0.006 -120.799
11+12+13 Logistic 43.198 0.005 -10.18
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Table 3-2. 個体群の各コホートにおいて採択された (密度に関する)生残曲線のモデル式のパラメータ値. コホートの通し
番号については Fig.3-7と Fig.3-8Aを参照. +は先行の 2つまたは 3つのコホートの融合を表す.
Cohort no. model L∞ K C a b c d y-intercept
1 Asymptotic exponential 51.027 -3.889 5.893
2 Gompertz 52.989 0.014 -1.215
3 Asymptotic exponential 164.017 -2.534 17.659
4 Gompertz 8.136 0.051 -2.72
5 Gompertz 13.95 0.066 -0.817
6 Linear -0.386 92.307
7 Linear -0.703 152.591
8 Gompertz 17.007 0.021 -1.214
9 Linear -0.069 8.069
10 Linear -2.15 41.85
11 Asymptotic exponential 166.281 -3.115 15.741
12 Gompertz 44.887 0.026 -1.752
13 Linear -0.216 33.766
14 Linear -3.834 145.972
15 Gompertz 9.917 0.02 -2.238
16 Asymptotic exponential 1635.211 -1.875 20.179
17 Linear -1.035 130.545
18 Linear -6.792 570.643
2+3 Logistic 53.642 -0.025 200.729
6+7+8 Logistic 72.194 -0.041 126.184
11+12+13 Asymptotic exponential 74.397 -4.858 -2.202
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Table 3-3. 個体群の各コホートにおいて採択された (生残率に関する)生残曲線のモデル式のパラメータ値. コホートの通
し番号については Fig.3-7と Fig.3-8Aを参照. +は先行の 2つまたは 3つのコホートの融合を表す.
Cohort no. model L∞ K C a b c d y-intercept
1 Asymptotic exponential 92.899 -3.891 10.599
2 Gompertz 29.934 0.014 -1.215
3 Asymptotic exponential 96.996 -2.535 10.432
4 Gompertz 7.563 0.051 -2.716
5 Gompertz 46.435 0.065 -0.818
6 Asymptotic exponential 77.131 -4.351 25.51
7 Linear -0.491 106.48
8 Gompertz 30.435 0.021 -1.213
9 Linear -0.869 100.869
10 Linear -5.421 105.421
11 Asymptotic exponential 96.873 -3.115 9.203
12 Gompertz 18.145 0.026 -1.749
13 Linear -0.613 95.7
14 Linear -2.697 102.697
15 Gompertz 11.056 0.02 -2.246
16 Asymptotic exponential 115.044 -1.869 1.406
17 Linear -0.805 101.535
18 Linear -1.072 90.087
2+3 Logistic 84.378 -0.025 200.627
6+7+8 Logistic 104.82 -0.041 126.11
11+12+13 Asymptotic exponential 91.002 -4.858 -2.657
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Fig. 3-1. 有明海における調査域の位置. A.明灰色の地域は干潟を表す. 白川河
口干潟一帯は白川と坪井川の河口の間に位置している. MLWS–大潮平均低潮
線. MLWN–小潮平均低潮線. シオフキの標本採集と水温と塩分の記録を調査



























Fig. 3-2. 仮想個体群における殻長頻度分布の経時変化. コホートを表す正規




Fig. 3-3. 調査期間における白川河口干潟一帯の環境変動. A. 実線: 調査線
(Fig.3-1A) 上の 8 地点の干潟底面上 30 cm の日平均水温. 空白部分はデータロ
ガーの回収と再設置に相当する. 破線：有明海の水柱における 22点 (Fig.3-1B)
の月平均水温. B.調査線上の 8地点の干潟底面上 30 cmの日平均塩分. 横棒と
三角は気象庁によって記録された 2004–2007年の間の梅雨と台風を表す (黒三
角と白三角: それぞれ有明海と九州本土の通過を表し、数字は各年の台風の
号数を表す). C.有明海の水柱における 22点の月平均クロロフィル a濃度.
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Fig. 3-4. シオフキの雄 (上 2 行) と雌 (下 3 行) の 7 つの成熟区分. M-I と F-I. 未発
達期 (第 I期). M-IIと F-II.発達初期 (第 II期). M-IIIと F-III.成長期 (第 III期). M-IV
と F-IV.成熟期 (第 IV期). M-Vと F-V.配偶子放出期 (第 V期). M-VIと F-VI.放出後
期 (第 VI 期). F-VII. 退行期 (第 VII 期). 第 VII 期の雄の標本は確認できなかった.
略記: FE—濾胞上皮; G—生殖減細胞; R—網目構造; SG—精原細胞; SD—精細胞;
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Fig. 3-5. 雄 (左列)と雌 (右列)の成熟区分出現頻度の年間経月変化. 区分の定義
と状態については、Fig.3-4を参照. 雄の第 VII期は確認できなかった. 最上部の
数字は各試料採集日において調査された全標本数を示す.
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Fig. 3-6. 雌雄の成熟区分と殻長の関係. 試料採集は 5月 (2005年と 2006年)と 8
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Fig. 3-8. 平均殻長、個体数密度、生残率の経時変化. A.調査期間を通して判別
された 19 コホートの平均殻長についての個体成長曲線であり、灰色の柱の
部分は繁殖期を表す. 円で囲まれたコホート番号は Fig.3-7で求めたものに対
応している. +は先行の 2つまたは 3つのコホートの融合を表す. 各コホート
において平均殻長に対する最適な曲線を描くパラメータは Table3-1に示され
ている. 上下の破線はそれぞれ最小成熟殻長と通常成熟殻長を表す (16.7 mm
と 26.0 mm). B. 19コホートの個体数密度に関する生残曲線. 各コホートにおい
て密度に対する最適な曲線を描くパラメータは Table3-2に示されている. C.
19コホートそれぞれの加入完了時の密度と相対的なの生残率に関する生残
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Fig. 3-9. Fig.3-3Aと Fig.3-8Aを基にした殻長 ≤ 16.7 mmの個体の成長率と干潟底
面上 30 cmの水温の関係. 平均値 ± SDを両軸について示した. 各バーの円で囲
まれた数字と括弧内の数字はそれぞれ Fig.3-7で求めたコホートの通し番号
と加入完了から 16.7 mmに達するまでの日数を示している. 平均値のプロット
に当てはめた回帰式: y = 1.029 × 10−8x5.162 (n = 17, R2 = 0.76, p < 0.001;灰色破線)
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掲げられている (Foley et al., 2010)。この考えの中心的項目には、生息地の多様
性、種の多様性、主要種、生息地の連結性が挙げられている。この中で着目
すべきは「連結性」である。なぜならば、実際に海洋保護区の適正の評価方
法に「連結性」が利用されているからである (Planes et al., 2009)。さらに、連結
性の恩恵でメタ個体群が維持できている地域があることも注目すべき重要
な点である (Barber et al., 2002; Bode et al., 2006; Hastings and Botsford, 2006)。
このような連結性により個体群を維持している種は、特に珍しい存在では
なく、日本の沿岸にも普通に生息している。その一つが、熊本県天草下島の







よってイボキサゴ幼生の着底を阻害すると考えられている (Tamaki, 1994; Flach






の輸送経路を調べるため、イボキサゴの繁殖期である 10–11 月 (Mandal et al.,
2010)を含むように、2007年 8月から 11月までと 11月にそれぞれ漂流ブイと
漂流ハガキによる実験が行われたが、1回あたりの合計の漂流期間は 10–11
日間であり、幼生の生存可能期間 (9日; Mandal et al., 2010)と合わなかった (玉置
ら, 2009)。これは、漂流ブイと漂流ハガキで示された移動経路以外の経路が存















Cygwin のソースコードについては Cygwin ホームページ (http://www.cygwin.
com/)で配布されているものを使用した。インストール時にパッケージ Devel
から gcc-g77, gcc-c++, gcc4-gfortran, makeを選択した。Cygwinをインストールした
後、Windowsで Cygwinのプログラムを実行できるようにするため C:/cygwin/bin
の cygwin1.dll を複製し C:/Windows/System32 に追加した。次に、Windows の環境
変数の設定を行った。ユーザー環境変数については、変数名 CYGWIN, HOME,
MAKE MODE, SHELL にそれぞれ tty glob, C:/cygwin/home/コンピュータの名前,
UNIX, /bin/bashを設定した。システム環境変数には、PATHと LD LIBRARY PATH
にそれぞれ C:/cygwin/bin;C:/cygwin/usr/bin;C:/cygwin/usr/local/bin と C:/cygwin/lib;C:/
cygwin/lib/w32api;C:/cygwin/usr/local/libを設定した。
gfortran のソースコードについては gfortran ホームページ (http://gcc.gnu.org/
wiki/GFortranBinaries)で配布されているものを使用した。まず、GFortranBinaries
で Cygwin Binary である gfortran-4.7-Cygwin-i686.tar.tar を取得し、拡張子を tar か
ら bz2 に書き換え、Cygwin のホームディレクトリに置いた。次に、Cygwin














能にしている。さらに、2008 年に公開された POM08 モデルでは座標上の格
子点の冠水・干出を判別するプログラム (wetting and drying;以下、WAD)が追加
され、干潟域における計算も可能となった。




入する) ことで gfortran が起動し、pom08.f が実行される仕組みになっている。
POMの変数のうち、特に変更頻度の高い days, prtd1, prtd2, swtch, dte, isplitについ
ては runpom08内に設定するコードがある。
POM では計算日数、出力間隔 1、出力間隔 2、出力間隔切り替え日数をそ
れぞれ days, prtd1, prtd2, swtchに日単位で設定する。swtchで指定された日数に
なると、出力間隔が prtd1から prtd2に切り替わる。本研究では days, prtd1, prtd2,
swtchをそれぞれ 2008年 10月の計算では 18日、1日、1分、2日とし、2009年
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直方向の平均流速 ua, vaが計算され、内部モードでは水平方向の流速 u, vと
ポテンシャル水温 t,塩分 s,乱流量が計算される (Mellor, 2004)。dteと isplitは外部
モードの計算間隔 (秒)と計算回数である。外部モードが isplit回完了すると内
部モードが 1回行われ、これを指定された回数繰り返す仕組みになっている。
そのため、内部モードの計算間隔は dte × isplit 秒となる。本研究では 2008 年
10月、2009年 10月、11月ともに dte = 2, isplit = 5とした。この条件を設定する








本データについては、日本海洋データセンター (以下、JODC; HP, http://www.

















N cos4 φt(5 − t2 + 9η2 + 4η4)(∆λ)4
− 1
720
N cos6 φt(−61 + 58t2 − t4 − 270η2 + 330t2η2)(∆λ)6
− 1
40320
N cos8 φt(−1385 + 3111t2 − 543t4 + t6)(∆λ)8}m0
y座標
y = {N cos∆λ − 1
6
N cos3 φ(−1 + t2 − η2)(∆λ)3
− 1
120
N cos5 φ(−5 + 18t2 − t4 − 14η2 + 58t2η2)(∆λ)5
− 1
5040
N cos7 φ(−61 + 479t2 − 179t4 + t6)(∆λ)7}m0 m
∆λ = λ − λ0 (東方を正にとる)
η2 = e′2 cos2 φ
t = tanφ








座標系の原点 (南西端) の緯度、λ0 は座標系の原点の経度、m0 は座標原点に
おける縮尺系数 (= 0.9999)、m は座標 (x, y) の点における縮尺系数、S 0 は赤道
から φ0 までの子午線弧長、S は赤道から φ までの子午線弧長、N は
ぼ う ゆ う せ ん
卯 酉 線
曲率半径 (Fig. 4-2)、M は子午線曲率半径、e′ は第二離心率である。卯酉線




上の近接する 3点を同円上の 3点と考えたときの円の半径を意味する。S お
よび S 0 は以下の式から求めた。
S = B1φ + B2 sin 2φ + B3 sin 4φ + B4 sin 6φ
+B5 sin 8φ + B6 sin 10φ + B7 sin 12φ + B8 sin 14φ + B9 sin 16φ
B1 = a(1 − e2)A

















































































































































































ここで、aと f はそれぞれ世界測地系に基づく地球の長半径 (= 6378137 m)と
扁平率 (=1/298.257222101)、eは第一離心率である。第一離心率 e、および第二







































= 1 − b
2
a2




















= f ( f + 2(1 − f ))






1 − e2 sin2 φ)3
N =
a√
1 − e2 sin2 φ
また、平面直角座標から緯度経度への変換は以下の式を用いた。
緯度














t1(5 + 3t21 + 6η
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ここで、N1 は φ1 の卯酉線曲率半径、φ1 は座標 (x, y)の点から基準子午線へ下
らせる垂線の足の緯度であり以下の式を | φn+1 − φn | < 2″× 10−5 になるまで反
復計算して求めた。
φn+1 = φn +
2(S φn − Ms)(1 − e2 sin2 φn)
3
2
3e2(S φn − Ms) sinφn cosφn(1 − e2 sin2 φn)
1
2 − 2a(1 − e2)
Ms = S 0 +
x
m0
ここで、φn+1 は求めたい緯度、S φn は φn の緯度に対する赤道からの子午線弧
長、φn は緯度 (1 回目は座標系の原点の緯度とし、2 回目以降は φn+1 ≡ φn と
した。)
格子状に整列させた後、POMの計算範囲を指定し、同時に、格子の列数と













つように条件を加えた。WAD計算における最大標高 (本研究では 3 m)を考慮
し、平滑化の後、陸域の値を 0 mから 5 mに変更することで操作上の水没を
防いだ。なお、本研究では大村湾および八代海は計算対象外であるため、陸
域として処理を行った。上記計算を行うにあたり、パッケージ sp (Pebesma and





か ら 取 得 し た 。期 間 は 2008 年 10 月 お よ び 2009 年 10 月 と し た 。取
得 し た 水 温・塩 分 デ ー タ を 調 査 地 点 ご と に 1 m 間 隔 で 鉛 直 方 向 に 線
形 補 間 し 、各 水 深 に お い て 水 平 二 次 元 で ク リ ギ ン グ 補 間 し た 。次 に 、
POM の付属プログラム grid.f (http://www.aos.princeton.edu/WWWPUBLIC/htdocs.




(変数 kb) を 10層とし、POMの付属プログラム grid.fの SUBROUTINE DEPTHに
従って σ座標の各層の水深を求め、各水深におけるポテンシャル水温と塩分
を鉛直方向の線形補間で算出した (Fig. 4-6)。最後に grid.fの SUBROUTINE DENS
に従って密度を求めた。算出されたポテンシャル水温、塩分、密度をそれぞ
れ変数 t, s, rmeanとして POMに読み込んだ。なお、上記計算を行うにあたり、
パッケージ automap (Hiemstra et al., 2009), signal (signal developers, 2011), sp (Pebesma
and Bivand, 2005; Bivand et al., 2008)を用いて R (R Development Core Team, 2012)コー
ドを作成した。
4.2.2.4 風応力
風 向 風 速 デ ー タ に つ い て は 気 象 庁 の AMeDAS (HP, http://www.jma.go.









 e(−r2i /sg2) (0 < ri ≤ re)0 (ri > re)
ri =
√
(x − xi)2 + (y − yi)2
ここで、xは補間対象地点の x座標、yは補間対象地点の y座標、xi は観測地





れを変数 wusurf, wvsurfとして POMに読み込んだ。なお、上記計算を行うにあ
たり、パッケージ signal (signal developers, 2011), sp (Pebesma and Bivand, 2005; Bivand




境界）の南西端とし (Fig. 4-1)、そこでの潮位変動を国立天文台 NAO.99bモデ
ル (Matsumoto et al., 2000)により算出された 16分潮 (M2, S 2,K1,O1,N2, P1,K2,Q1,M1,





fi Ampi cos((Vi + ui) + niL + ωit − Phai)
ここで、ηは任意時刻の潮位、tはグリニッジ時刻、iは分潮の種類 (i = 16)、Ampi
は各分潮の振幅、 fi, ui は月の昇交点の移動につれて変化する因数 (18.6 年周
期)、Viは天体の運動から決まる角速度、Lは東経、ωi,は角速度、Phaiは位相、
ni は分潮の種類によって決まる定数で、長周期は n = 0、日周期は n = 1、半日
周期は n = 2である。 fi と ui については潮汐の予報第 1表 (Table 4-1)を基に計
算した。たとえば、K1 分潮の場合、
fK1 = 1.006 + 0.115 cosN − 0.0088 cos 2N + 0.0006 cos 3N
uK1 = −8.86 sinN + 0.68 sin 2N − 0.07 sin 3N









ここで、 f cos u, f sin uについて、L2 分潮については以下の式から求めた。
f cos u = 1 − 0.2505 cos 2p − 0.1102 cos(2p − N) − 0.0156 cos(2p − 2N) − 0.0370 cosN
f sin u = −0.2505 sin 2p − 0.1102 sin(2p − N) − 0.0156 sin(2p − 2N) − 0.0370 sinN
M1 分潮については以下の式から求めた。
f cos u = 2 cos p + 0.4 cos(p − N)
f sin u = sin p + 0.2 sin(p − N)
Vi については潮汐の予報第 2表 (Table 4-2)を基に計算した。たとえば L2 分潮
の場合
VL2 = −1s + 2h − 1p + 180
として計算を行った。ここで、sは月の平均黄径、hは太陽の平均黄径、pは
月の近地点の平均黄径、N は月の昇交点であり、以下の式から求めた。
s = 277.025 + 129.38481(Y − 1900) + 13.17640(D + ld)
h = 280.190 − 0.23872(Y − 1900) + 0.98565(D + ld)
p = 334.385 + 40.66249(Y − 1900) + 0.11140(D + ld)
N = 259.157 − 19.32818(Y − 1900) − 0.05295(D + ld)
ここで、Y は潮位を推算する年、D は 1 月 1 日からの経過日数である。ld は
1900年から Y 年までに含まれる閏日の数であり、(Y − 1900)/4の整数部分とし




POMにおける熱収支の計算を行うため、POMUsers Guide (Mellor, 2004)に従っ










QA = (1 − A)QT
QB = sσT 4a (0.39 − 0.058
√
Ea)(1 − cC2) + 4sσT 3a (Tw − Ta)
Qe = 0.622ρaLCE(Es − Ea)
W
P
Qh = ρaCρCH(TW − Ta)W
ここで、Aは海面の albedo (A = 0.1)、QT は全天日射量 (W/m2)、sは黒体放射と太
陽放射の比 (s = 0.95)、σはステファンボルツマン定数 (σ = 5.7 × 10−8 W/m2/K4)、
Ta,Twは気温と水温 (K)、Eaは大気の水蒸気圧 (hPa)、cは緯度による定数 (日本
付近は c = 0.65)、Cは 0–1で表した雲量、ρaは空気の密度 (kg/m3)、Lは蒸発の潜
熱 (J/kg ◦C)、CE は潜熱輸送係数 (CE = 1.1 × 10−3)、Es は海面の飽和蒸気圧 (hPa)、
W は風速 (m/s)、Pは大気圧 (hPa)、Cρは定圧比熱 (Cρ = 1004.652 J/kg ◦C)、CH は潜




安部より取得し (Fig. 4-1)、水平 2次元で逆距離加重法とクリギングによる補
間計算を行った。データ取得期間は 2008年 10月および 2009年 10月・11月とし
た。また、海面の飽和蒸気圧 Es、空気の密度 ρa、蒸発の潜熱 Lは以下の式で
求めた。










L = (2.501 − 0.002Tw) × 106
また wtsurf の式において、 E は 蒸発フラックス (evaporation flux、 Pr は 降水フ
ラックス (precipitation flux mm/s)、 CpW は 比熱 (specifi heat, CpW = 3986 J/kg) であ
る。降水フラックスについては気象庁からデータを取得した。蒸発フラック
スについては以下の式で求めた。






















(x − xi)2 + (y − yi)2
ここで、xは補間対象地点の x座標、yは補間対象地点の y座標、xi は観測地
点 iの x座標、yiは観測地点 iの y座標、ziは観測地点 iの気象データ、diは補間
対象地点と観測地点 i の距離、N は観測地点の総数を表す。なお、上記計算
を行うにあたり、パッケージ automap (Hiemstra et al., 2009), sp (Pebesma and Bivand,























wad real act2 を作成し、それぞれ変数 east e, north e, h, t, s, rmean に読み込ませ
た。また、σ 座標の定義水深については 4 変数 z, zz, dz, dzz に読み込ませた。
東方成分の風応力,北方成分の風応力、短波放射、降水量、気温、水蒸気圧、
雲量、大気圧、風速、湿度についてはサブルーチン wad real act3を作成し、そ
れぞれを変数 wusurf, wvsurf, sward, Pr, Tadt, Eadt, Cdt, Pdt, Wdt, qdt に読み込んだ。
潮汐についてはサブルーチン bcond(2)で変数 etideに読み込ませた。河川流量
についてはサブルーチン bcond (7)を作成し、東方成分の流速、北方成分の流
速、河口域の水温、塩分をそれぞれ変数 ua(i,j), va(i,j), t(i,j,k), s(i,j,k)に読み込ん
だ。なお、i, j, kはそれぞれ河口域に対応するメッシュの列番号と行番号と層
番号である。また、bcond (7)では西側開境界断面における外海水の水温、塩
分、密度をそれぞれ変数 ptw(j,k), psw(j,k), prw(j,k)に読み込み、南側開境界断面





POM に よ る 流 動 場 の 再 現 精 度 を 確 認 す る た め 、ま ず、計 算 領
域 内 の 検 潮 所 の 観 測 潮 位 デ ー タ を JODC 及 び 熊 本 県 防 災 情 報 HP






タを検潮所の地点ごとに調和分解し、主要 4分潮 (M2, S 2,K1,O1)の振幅と位相
それぞれについて分散と相関を求めた。調和分解については柳 (1993)に従っ
て次のように計算した。毎時の潮汐の観測値を H(t)とすると、
H(t) = A0 +
∑
i




Ampi cosωit cos Phai + Ampi sinωit sin Phai + ε
と表される。t は時刻（計算開始からの経過時間）、A0 は観測値の平均値、i
は分潮の種類 (i = 16)、Ampi, ωi, Phai はそれぞれ各分潮の振幅, 角速度, 位相、ε
は観測値と予測値の誤差である。ここで、Ampi cos Phai = ai, Ampi sin Phai = biに
置き換えると、
H(t) = A0 +
∑
i
ai cosωit + bi sinωit + ε
となる。ωi が既知の値であることから、この式は目的変数 Hi, 説明変数
cosωit, sinωit、およびそれぞれの変数 aiと biと見ることができる。すなわち、
aiと biは最小二乗法によって求められる値であることがわかる。得られた ai,
















また、西村 (2002)に従って、辺 a, bに挟まれる角が直角で、斜辺と aに挟まれ





a2 + b2 cos(θ − α) =
√











a2 + b2 cos(θ − α) =
√









= a cos θ + b sin θ
となる。これを H(t)の式で分潮ごとに考えると、









幅)の値を潮汐の式の Ampi に掛けて変数 etidedt (4.2.2.5節参照)を再計算した。
また、位相の分散に差がみられた場合、観測潮位と計算潮位それぞれで満潮











次元流速であり、時刻 tにおいて座標値 (xt, yt, zt)上に存在する粒子の dt時間後
の座標値 (xt+dt , yt+dt , zt+dt)について、ラグランジュ的記述で表された以下の式か
ら求めた (ラグランジュ微分で用いるテイラー展開の二次以上の微小項につ
いては無視した)。
































直 交 座 標 上 で は 、時 刻 t に お け る 粒 子 p の 位 置 を p(x, y, z) と 表 す
と す る と 、p の 位 置 に お け る 流 速 は 位 置 と 時 間 の 関 数 で あ る た め 、
u(x, y, z, t), v(x, y, z, t),w(x, y, z, t) と表すことができる。次に dt 時間後の位置 p′ を
p で表すと p′ = p(x + dx, y + dy, z + dz)となり、dt 時間後の流速 u′ を u で表すと
u′ = u(x + dx, y+ dy, z+ dz, t + dt)となる。v′,w′も v,wを用いて同様に表される。こ
こで、dt が非常に短い時間であれば、dx = udt, dy = vdt, dz = wdt と書きかえら
れる。したがって、u′ = u(x + udt, y + vdt, z +wdt, t + dt)となる。ここで、dtの変化
68
に伴う uの変化量 αu は、加速度を意味し、
αu = lim
dt→0
u(x + udt, y + vdt, z + wdt, t + dt) − u(x, y, z, t)
dt
で表される。ここで、右辺分子の第一項 u(x + udt, y + vdt, z + wdt, t + dt) をテイ
ラー展開の一次までの項を使って書き換える。テイラー展開の一次までの項
は微分の公式から導くことができる (一石, 2002)。 f (x)が連続であることを考
えると、微分の公式を次のように整理できる。
f ′(x) = lim
dt→0
f (x + dt) − f (x)
dt
f ′(x) =
f (x + dt) − f (x)
dt
f (x + dt) = f (x) + dt f ′(x)
これが、テイラー展開の一次までの項である。したがって、αuの右辺分子の
第一項 u(x + udt, y + vdt, z + wdt, t + dt)は、
u(x + udt, y + vdt, z + wdt, t + dt) = u + dt
du
dt
と変形できる。ここで、u(x, y, z, t)を全微分して du(x, y, z, t)を求めると、














































































となり、xt+dt を求めるには xt に αudt2 を加算すればよいので、










が導かれる。これを y, z軸方向でも同様に計算した。u, v,wについては、粒子
近隣の 8格子点の流速から 3次元空間の逆距離加重法を用いて算出した。粒









すなわち、富岡 (130.0339◦E, 32.52775◦N)、鬼池 (130.2042◦E, 32.53401667◦N)、御領
(130.2092◦E, 32.51413333◦N)、佐伊津 (130.21525◦E, 32.49138333◦N)、本渡 (130.22425◦E,
32.46161667◦N)である。配置する粒子に IDおよび配置場所別の色を付け、各配
置場所を中心とした 1 km四方の領域内において 0.1 mの水深に 1000個の粒子
を無作為に配置した (Fig. 4-7)。粒子追跡の期間は 2008年 10月 3日 10時 30分、











し、各干潟に対応する位置の海岸線から 500 m 沖までとした (Fig. 4-7)。粒子
にイボキサゴ幼生と同様の挙動を再現させるため、イボキサゴの最短の浮
遊幼生期間 ( 3 日間; Mandal et al., 2010) を基準とし、計算開始から 4 日目以降
に干潟域に進入した粒子の動きを止め、計数を行った。イボキサゴ幼生の干
潟間の連結性を検討するため、時系列計数結果にイボキサゴ幼生の生残率











ここで、d は経過日数、Nd は d 日目における幼生回帰数、Pnd は d 日目にお
ける粒子計数結果、IPは初期配置粒子数 (= 1000)を表す。Nd の右辺の分子第
1 項は Mandal et al. (2010) により求められた幼生生残率 (2 < d ≤ 9) である。ま
た、Pred は推定幼生放出量、Pop はイボキサゴの個体群サイズ (玉置未発表
データ: 富岡, 鬼池, 御領, 佐伊津, 本渡干潟においてそれぞれ 24038658, 927408,
181094524, 124917600, 668648172個体)、定数項 1737.39はイボキサゴの平均殻幅
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における一腹卵数を表す (Mandal et al., 2010)。なお、上記計算を行うにあたり、
パッケージ signal (signal developers, 2011), sp (Pebesma and Bivand, 2005; Bivand et al.,




る POMの計算潮位データは、概ね一致していた (Figs. 4-8, 4-11, 4-14)。2008年 10
月、2009年 10月、2009年 11月のそれぞれの期間において、観測潮位と計算
潮位間の相関係数は 0.97, 0.99, 0.98と高かった。2008年 10月、観測潮位と計算
潮位の主要 4分潮の振幅における分散と相関は、M2 では 0.08 mと 0.99、S 2 で
は 0.11 mと 0.99、K1 では 0.03 mと 0.84、O1 では 0.02 mと 0.74であり、位相にお
ける分散と相関は、M2 では 32.2◦ と 0.92、S 2 では 39.2◦ と 0.91、K1 では 12.4◦ と
0.92、O1 では 48.5◦ と 0.76であった (Figs. 4-9, 4-10)。2009年 10月、観測潮位と計
算潮位の主要 4分潮の振幅における分散と相関は、M2 では 0.04 mと 0.99、S 2
では 0.02 mと 0.99、K1 では 0.01 mと 0.93、O1 では 0.02 mと -0.13であり、位相に
おける分散と相関は、M2では 19.9◦と 0.92、S 2では 22.8◦と 0.92、K1では 17.5◦と
0.92、O1 では 27.6◦ と 0.85であった (Figs. 4-12, 4-13)。2009年 11月、観測潮位と計
算潮位の主要 4分潮の振幅における分散と相関は、M2 では 0.04 mと 0.99、S 2
では 0.03 mと 0.99、K1 では 0.04 mと 0.74、O1 では 0.02 mと -0.17であった。位相
における分散と相関は、M2 では 21.0◦ と 0.91、S 2 では 30.4◦ と 0.9、K1 では 3.9◦




POMと検潮所で一致し (Figs. 4-8, 4-11, 4-14)、POMと検潮所の間で潮位の相関
が高かったことと、主要 4 分潮の振幅について POM と検潮所の間の相関が





た (Figs. 4-10, 4-13, 4-16)。この誤差は POMと実海域の海底地形の細部の差異に
より生じたと考えられる。なぜなら、潮汐計算の初期値として準備したデー
タは NAO.99b の調和定数と JODC の海底地形であり、誤差が生じた原因はこ
の両者に含まれる誤差に由来すると考えられるからである。NAO.99bの高い










粒子の動きを止め、5分ごとに計数した (Fig. 4-17)。2008年 10月、富岡におい
て計数された粒子うち、富岡・鬼池を放流地点とした粒子が最も多く、粒子
回帰数はともに 5個、次いで佐伊津が 4個、御領が 3個、本渡が 1個であった。
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2009年 10月では、御領由来の粒子の回帰数が最も多く 26個、次いで富岡が




情報を適用し、各干潟への回帰幼生数を求めた (Fig. 4-18)。2009 年 10 月にお
いて、浮遊幼生期間の 3日間を除いて、各干潟由来の粒子の回帰数が最大と
なった時刻と回帰数は、富岡では、富岡由来の粒子が 2009年 10月 18日 9時 13
分に 34,816,071個、鬼池由来が 2009年 10月 19日 20時 33分に 1,773,513個、御領
由来が 2009年 10月 18日 11時 33分に 483,077,322個、佐伊津由来が 2009年 10月
19 日 20 時 33 分に 157,753,664 個であり、本渡由来は 2009 年 10 月 19 日 12 時 23
分に 28,023,175個であった。以下同様に、鬼池では、富岡由来の粒子が 2009年
10 月 20 日 1 時 23 分に 13,494,558 個、鬼池由来が 2009 年 10 月 20 日 1 時 23 分に
1,316,858 個、御領由来が 2009 年 10 月 19 日 18 時 23 分に 482,730,667 個、佐伊津
由来が 2009年 10月 20日 1時 33分に 164,496,233個、本渡由来が 2009年 10月 18
日 11 時 8 分に 1,424,738,971 個であった。御領では、富岡由来の粒子が 2009 年
10 月 19 日 20 時 28 分 に 868,684 個、鬼池由来が 2009 年 10 月 19 日 23 時 38 分に
189739個、御領由来が 2009年 10月 19日 22時 28分に 12,617,130個、佐伊津由来
が 2009年 10月 19日 22時 33分に 39,104,590個、本渡由来が 2009年 10月 18日 9
時 33分に 412,511,499個であった。佐伊津では、富岡由来の粒子が 2009年 10月
19日 6時 48分 1,116,068個、鬼池由来が 2009年 10月 19日 19時 38分に 34,030個、
御領由来が 2009年 10月 19日 20時 48分に 26,017,311個、佐伊津由来が 2009年
10月 19日 21時 53分に 17,593,569個、本渡由来が 2009年 10月 20日 0時 48分に
200,856,005個であった。本渡では、富岡・鬼池・御領由来の粒子の到着はなく、
佐伊津由来が 2009年 10月 28日 16時 23分に 92,696個、本渡由来が 2009年 10月
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18日 5時 48分に 39,621,295,110個であった。
2009年 11月において、浮遊幼生期間の 3日間を除いて、各干潟由来の粒子
の回帰数が最大となった時刻と回帰数は、富岡では、富岡由来の粒子が 2009
年 10月 30日 16時 33分に 494,226,150個、鬼池由来が 2009年 11月 1日 9時 23分
に 837,418個、御領由来が 2009年 10月 31日 19時 23分に 24,389,782個、佐伊津由
来が 2009年 11月 1日 9時 3分に 104,758,011個、本渡由来が 2009年 11月 3日 7時
28分に 9,975,392個であった。以下同様に、鬼池では、富岡由来が 2009年 11月
2日 16時 48分に 4,223,544個、鬼池由来が 2009年 11月 1日 4時 13分に 2,053,712
個、御領由来が 2009年 10月 30日 20時 48分に 455,115,338個、佐伊津由来が 2009
年 10月 30日 20時 43分に 229,437,990個、本渡由来が 2009年 10月 31日 10時 43
分に 809,319,841個であった。御領では、富岡由来の粒子が 2009年 10月 30日 17
時 13分に 1,743,649個、鬼池由来が 2009年 10月 30日 19時 38分に 1,480,142個、
御領由来が 2009年 10月 30日 19時 28分に 403,354,752個、佐伊津由来が 2009年
10月 30日 18時 48分に 70,413,209個、本渡由来が 2009年 10月 31日 9時 23分に
108,176,035個であった。佐伊津では、富岡由来の粒子が 2009年 11月 5日 6時 28
分に 151,488個、鬼池由来が 2009年 10月 31日 6時 3分に 53,165個、御領由来が
2009年 10月 31日 6時 33分に 10,286,784個、佐伊津由来が 2009年 10月 31日 5時
23分に 7,249,167個、本渡由来が 2009年 10月 31日 9時 3分に 16,144,484,314個で
あった。本渡では、鬼池由来の粒子が 2009年 11月 9日 13時 3分に 891個、御領


















































































ても明らかにした。受給量 (Table 4-3)と Figs. 4-19, 4-20より、本渡は他の個体群









おり、この北側の個体群を海域全体の供給源としている (Bode et al., 2006)。こ
れより、同様の特徴を持つ本渡も供給源としての役割を果たしていると考
えられる。Table 4-3と Figs. 4-19, 4-20より富岡と鬼池は他の個体群への供給量
が少ないことが分かる。他の個体群への供給量が少ないということは、受給
した幼生の多くをそのまま保持するということであるため、富岡と鬼池は





















ることが分かっており (James et al., 2002)、さらに数値計算の結果より、幼生が
生まれたパッチに戻ってくるという連結性、すなわち自己回帰がメタ個体群





















と (Barber et al., 2002)、さらに海洋メタ個体群の保全の問題は、パッチ間の連結







































Table 4-1. 潮汐の予報第 1表. ダーウィンの方法で潮位変動を計算する際に用
いる f , u の値を算出するための係数を表す. 3 行目以降に記されている数値
を 2行目の値の係数として計算することで, 1列目に記した各分潮の f , uの値
が求まる. Nは任意の日時における月の昇降点である.
f を組み立てる各項の定数 uを組み立てる各項の定数
分潮 定数項 cosN cos2N cos3N sinN sin2N sin3N
M2 1.0004 -0.0373 0.0002 0 -2.14 0 0
S 2 1 0 0 0 0 0 0
K1 1.006 0.115 -0.0088 0.0006 -8.86 0.68 -0.07
O1 1.0089 0.1871 -0.0147 0.0014 10.8 -1.34 0.19
N2 1.0004 -0.0373 0.0002 0 -2.14 0 0
P1 1 0 0 0 0 0 0
K2 1.0241 0.2863 0.0083 -0.0015 -17.74 0.68 -0.04
Q1 1.0089 0.1871 -0.0147 0.0014 10.8 -1.34 0.19
J1 1.0129 0.1676 -0.017 0.0016 -12.94 1.34 -0.19
OO1 1.1027 0.6504 0.0317 -0.0014 -36.68 4.02 -0.57
2N2 1.0004 -0.0373 0.0002 0 -2.14 0 0
Mu2 1.0004 -0.0373 0.0002 0 -2.14 0 0
Nu2 1.0004 -0.0373 0.0002 0 -2.14 0 0
T2 1 0 0 0 0 0 0
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Table 4-2. 潮汐の予報第 2表. ダーウィンの方法で潮位変動を計算する際に用
いる V の値 (グリニッジ 0時)を算出するための係数を表す. 2行目以降に記さ
れている数値を 1 行目の値の係数として計算することで, 1 列目に記した各
分潮の V の値が求まる.
分潮 s h p 定数項
M2 -2 2 0 0
S 2 0 0 0 0
K1 0 1 0 90
O1 -2 1 0 270
N2 -3 2 1 0
P1 0 -1 0 270
K2 0 2 0 0
Q1 -3 1 1 270
J1 1 1 -1 90
OO1 2 1 0 90
2N2 -4 2 2 0
Mu2 -4 4 0 0
Nu2 -3 4 -1 0
T2 0 -1 0 283
L2 -1 2 -1 180
M1 -1 1 0 90
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Table 4-3. 各干潟のイボキサゴ幼生の供給量と受給量. 供給量は Figs.4-19, 4-20
における回帰幼生数の行方向の合計であり,受給量は列方向の合計である. た
だし,同干潟発着の回帰幼生数は自己回帰を表すため各合計から除いた.
年月 富岡 鬼池 御領 佐伊津 本渡
2009年 10月 供給量 (億) 0.15 0.02 9.92 3.61 20.67
受給量 (億) 6.71 20.85 4.53 2.28 0.00093
2009年 11月 供給量 (億) 0.06 0.02 4.89 4.04 170.71
受給量 (億) 1.4 14.97 1.81 161.54 0.00374
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Fig. 4-3. 曲率半径の模式図. 曲線 C上の近接する 3点 p, q, rが、曲線に接する 1








Fig. 4-4. 楕円の扁平率と離心率. 楕円とは、2定点 (焦点 F, F′)からの距離の和が
一定となる点の軌跡である. aは長半径、bは短半径, Oは楕円の中心を表す.
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Fig. 4-6. 3次元補間の模式図. A.データを取得した状態. 茶色の部分は海底で
あり、横線は海面を表す. 赤丸はデータが存在する点を示す. B.鉛直方向に線
形補間を行った. C.水平方向にクリギングを行った. D.直交座標から σ座標に
変換した.
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Fig. 4-7. 粒子初期配置 (上)と計数範囲 (下). 粒子初期配置は漂流ハガキ放流地
点に基づき設定した. 粒子配置水深はイボキサゴ幼生の生息水深 (Mandal et al.,
























































































Fig. 4-9. 2008年 10月における各検潮所の観測潮位と POMによる計算潮位の
主要 4分潮の振幅の対応. Fig.4-8で対応を確認した観測潮位と計算潮位のそ
れぞれを調和分解し、得られた振幅 (m)の対応を表す. 図中の対角線は切片 0
傾き 1の直線であり、この直線上に近いほど精度が良いことを表す.
94
Fig. 4-10. 2008年 10月における各検潮所の観測潮位と POMによる計算潮位の
主要 4分潮の位相の対応. Fig.4-8で対応を確認した観測潮位と計算潮位のそ
れぞれを調和分解し、得られた位相 (◦)の対応を表す. 図中の対角線は切片 0
傾き 1の直線であり、この直線上に近いほど精度が良いことを表す.
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Fig. 4-12. 2009年 10月における各検潮所の観測潮位と POMによる計算潮位の
主要 4分潮の振幅の対応. Fig.4-11で対応を確認した観測潮位と計算潮位のそ
れぞれを調和分解し、得られた振幅 (m)の対応を表す. 図中の対角線は切片 0
傾き 1の直線であり、この直線上に近いほど精度が良いことを表す.
97
Fig. 4-13. 2009年 10月における各検潮所の観測潮位と POMによる計算潮位の
主要 4分潮の位相の対応. Fig.4-11で対応を確認した観測潮位と計算潮位のそ
れぞれを調和分解し、得られた位相 (◦)の対応を表す. 図中の対角線は切片 0
傾き 1の直線であり、この直線上に近いほど精度が良いことを表す.
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Fig. 4-15. 2009年 11月における各検潮所の観測潮位と POMによる計算潮位の
主要 4分潮の振幅の対応. Fig.4-14で対応を確認した観測潮位と計算潮位のそ
れぞれを調和分解し、得られた振幅 (m)の対応を表す. 図中の対角線は切片 0
傾き 1の直線であり、この直線上に近いほど精度が良いことを表す.
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Fig. 4-16. 2009年 11月における各検潮所の観測潮位と POMによる計算潮位の
主要 4分潮の位相の対応. Fig.4-14で対応を確認した観測潮位と計算潮位のそ
れぞれを調和分解し、得られた位相 (◦)の対応を表す. 図中の対角線は切片 0
傾き 1の直線であり、この直線上に近いほど精度が良いことを表す.
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Fig. 4-18. 各干潟範囲内における回帰幼生数. 漂流ハガキ実験 (玉置未発表)で
ハガキを放流した地点から粒子を移動させ、富岡・鬼池・御領・佐伊津・本渡
干潟の海岸線から 500 m 沖までの範囲で粒子を計数した結果を用いて、イ
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が必要であり (例えば、Foley et al., 2010; Katsanevakis et al., 2011)、そこには「保全
対象コホートの特定」による保全の効率化が含まれていることが望ましい。
しかしながら、自然環境下では局所個体群の絶滅が起こることがある (例
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